資料６
大阪府配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援ネットワーク会議での主な意見
【被害者支援団体】
・ステップハウスを運営しているが、財政上の問題がある。運営を賄える利用料の徴収は困難。
寄附等を運営にあてているが、厳しい状況にある。
・支援の担い手の育成も重要。被害当事者のプライバシー保護や支援に伴う精神的負担に対応できる支援員やボランティアの養成が課題。毎年サポーター養成講座を実施。
・支援に携わる民間団体、行政機関とのネットワークの充実も必要。
・民間シェルターを運営しており、母子で入所するケースも多い。ＤＶ家庭で育った子どもの暴力や不登校には、根底にＤＶ家庭で育った影響があると思う。ＤＶ被害者の自立や子どもの成長について、施設退所後の継続した追跡調査が必要。
・単身者についても暴力の影響は大きい。保護されて安心した後、うつやＰＴＳＤを発症しで働けない人が多い。適切なサポートによって社会復帰につなげることができると感じている。経済的支援だけでなく、適切な医療等も必要。
【大阪弁護士会】
・大阪弁護士会としては、月１回女性に対する暴力電話相談（無料）を実施している。
十分な対応ができる弁護士の育成、スキルアップが課題の１つと考えている。
【大阪法務局】
・人権相談を実施しており、ＤＶに関する相談もある。中には、緊急を要する電話相談事案で、身の危険が迫っているが、一時保護を希望しないケースもある。
【堺市】
・緊急保護後のステップハウスでは、最長３ヶ月生活ができるが、その後、何ができるかが課題。
【大阪府警】
・昨年の相談件数は4,026件で全国第1位。前年比75％の増加。
増加理由は、ＤＶが突然増えたということではなく、女性に対する暴力をなくす運動期間の周知等広報啓発が浸透しつつあって、潜在的になっていた部分が顕在化してきたと考えている。
・市町村でのＤＶセンターの設置促進、夜間の相談窓口の拡充、一時保護施設の拡充等について早期実現を図ってもらいたい。
・市町村基本計画の策定を促進し、府警はじめ関係機関との更なる連携体制の強化を進めてもらいたい。

